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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期
第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

第42期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 22,936,41115,365,2847,131,5356,028,33028,328,565

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
245,762△306,643△24,341 △36,855 208,630

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
88,825△214,568△38,519 △32,159 73,465

純資産額（千円） － － 11,456,74311,170,73211,395,209

総資産額（千円） － － 22,369,36220,535,76320,439,054

１株当たり純資産額（円） － － 1,203.651,173.631,197.19

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

9.33 △22.54 △4.05 △3.38 7.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 51.2 54.4 55.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,481,616827,802 － － 273,595

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△888,111△113,841 － － △911,123

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△301,106△314,571 － － △262,111

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,797,6715,965,9905,589,013

従業員数（人） － － 218 221 218

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 221(21)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員）は、当第

３四半期連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 185(16)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員）は、当第

３四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

電子デバイス部門 3,093,996 219.5 2,160,104 118.4

情報機器部門 3,209,477 102.3 1,372,347 110.5

プロダクト部門 450,288 158.9 202,906 151.1

合計 6,753,761 139.8 3,735,357 116.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

電子デバイス部門 2,762,514 94.4

情報機器部門 2,937,116 75.5

プロダクト部門 328,699 104.9

合計 6,028,330 84.5

　　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間
相手先 販売高(千円) 割合(％) 相手先 販売高(千円) 割合(％)

シャープ㈱ 1,246,634 17.5
三菱電機㈱ 1,218,423 20.2

三菱電機㈱ 883,127 12.4

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

提携先 取扱商品 契約の種類 契約期間

富士電機システムズ株式会社

（注１）
半導体素子 特約店契約

平成21年10月1日以降１年毎の自動更

新

株式会社東芝（注２） 電子機器 代理店契約
平成21年10月１日以降１年毎の自動

更新

（注）１.当社は、富士電機デバイステクノロジー株式会社と特約店契約を締結しておりましたが、平成21年10月１日付け

で半導体事業が移管されたことにより、富士電機システムズ株式会社と特約店契約を締結しました。

２.当社は、富士通株式会社と特約店契約を締結しておりましたが、平成21年10月１日付けでハードディスクドライ

ブ事業が譲渡されたことにより、株式会社東芝と代理店契約を締結しました。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産の一部に持ち直しの動きが見られたものの、設備投

資が大幅に減少し、失業率が高水準で推移するなど依然として厳しい状況が続きました。

このような情勢のもとで当社グループは、徹底的なコスト削減を行うとともに、組込ビジネス向けPC/サーバの拡

販に注力いたしました。また、自社製品としてSATA/PATA変換モジュールの販売を開始するなど、事業領域の拡大に

努めてまいりました。しかし、主要顧客である電機メーカーの在庫調整、生産調整の影響を受け需要が減少しました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は60億28百万円（前年同期比15.5％減）、営業損失は35百万円（前年

同期は24百万円の営業利益）、経常損失36百万円（前年同期は24百万円の経常損失）、四半期純損失32百万円（前年

同期は38百万円の四半期純損失）となりました。

部門別の概況は次のとおりであります。

　

１）電子デバイス部門

半導体関連は、第３四半期よりようやく産業機器（FA）業界にも回復の兆しが見え始めました。自動車・FA向け

LSIは、設備投資抑制による在庫及び生産の調整が一巡し、回復に転じました。電源用パワーデバイス及び空調機器

向けセンサーも、中国向けの輸出により増加基調へと転じました。電子部品は、ヘッドフォン向けスイッチが顧客の

生産調整により減少しましたが、デジタルカメラ、通信関連機器向けスイッチ・ボリュームは堅調に推移しました。

また、FA向けのリレーは需要回復により、一部供給難となってきております。FA関連は回復傾向にあるものの、その

他の市場向けは未だ確かな回復には至りませんでした。その結果、売上高は27億62百万円（前年同期比5.6％減）と

なりました。

２）情報機器部門

電子機器関連は、企業向けの3.5インチHDDは設備投資抑制により引き続き低迷しました。海外製3.5インチHDDは、

AV家電・PC周辺機器向けの需要が旺盛なため物量確保が厳しく、売上高の減少となりましたが、新規LCD-TVへの参

入が決定する等、今後の伸長が期待されます。組込ビジネス向けPC/サーバは、流通システムおよびITソリューショ

ン用途の商談獲得により好調に推移しました。また、サプライビジネスは、医療向けは好調に推移したものの、金融

・製造向けは経費削減の動きにより低迷しました。オフィスビジネスは、リニューアル関連の商談は低調でしたが、

ネット・災害・セキュリティ対策用品の拡大等により全体としては堅調に推移しました。しかしながら情報機器部

門の主力であるHDDの低迷により、大幅な減少となりました。その結果、売上高は29億37百万円（前年同期比24.5％

減）となりました。

３）プロダクト部門

カラオケ関連製品は、第３四半期からマイクの新機種の立ち上げ、アンプの在庫調整の一巡もあり、回復基調に転

じました。自社製品では、FA市場におけるHDDをターゲットにした、SATA-PATA変換アダプタの販売を開始しました。

また、ワイヤレスコール（ピコル）は、旧タイプからの置き換え需要により伸長しました。EMSビジネスは、サーバの

キッティングなどは堅調でしたが、産業用PCのキッティング関連は厳しい状況で推移しました。全体としては、カラ

オケ関連製品が回復基調に転じたため、売上高の増加となりました。その結果、売上高は３億28百万円（前年同期比

4.9％増）となりました。

 

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①日本

　国内は、AV機器向け3.5インチHDDの需要が旺盛なため物量確保が厳しく、売上高の減少となりましたが、新規

LCD-TVへの参入が決定する等、今後の伸長が期待されます。FA関連機器向けは、投資抑制の影響も一段落し半導体の

売上は増加傾向となり、売上高は52億７百万円（前年同期比13.9％減）、営業損失は44百万円（前年同期は２百万

円の営業利益）となりました。

　

②アジア

　当第３四半期連結会計期間は、ヘッドフォン向け電子部品は顧客の生産調整により減少傾向となりましたが、半導

体関連はFA関連の設備投資抑制による在庫調整・生産調整も一巡し、国内同様増加傾向の環境下に置かれた結果、

売上高は８億20百万円（前年同期比24.2％減）、営業利益７百万円（前年同期比52.5％増）となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は59億65百万円となり、第２四

半期連結会計期間末より16億19百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況と、その主な要因は次のと

おりであります。

　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は10億81百万円（前年同期は10億57百万円の使用）となりました。これは主に売上債

権の増加18億86百万円、仕入債務の増加９億63百万円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は５億６百万円（前年同期は49百万円の獲得）となりました。これは主に投資有価証

券の取得による支出５億３百万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は30百万円（前年同期は54百万円の使用）となりました。これは主に配当金の支払29

百万円等によるものであります。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループが事業を展開する半導体及び情報機器は技術革新のスピードが早く、半導体は高集積化、HDDは高密度

化が繰り返されています。そのため、当社グループ取扱のメーカー商品も、他のメーカー商品との競合が激化する可能

性があります。

当社グループとしましては、変革する時代への対応として、営業力の向上と顧客満足度の向上を図ることが最重要

課題であると認識しております。

当社グループにおける環境は市場の収縮、競争激化や価格低下により厳しい状況が継続しましたが、エレクトロニ

クス業界の変革やグローバリゼーションが進む中、技術商社として最適なソリューションを提供し、また、蓄積したサ

ポート・サービス力を活かして新たな事業領域の拡大を図ることによって、積極的な事業活動を展開していく所存で

あります。

　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、売上債権の増加および仕入債務の増加等によ

り10億81百万円の使用となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により５億６百万円の使用となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により30百万円の使用となりました。

　これらの結果、現金及び現金同等物は第２四半期連結会計期間末に比べ16億19百万円減少し、59億65百万円となりま

した。

　当社グループの運転資金につきましては、内部資金または銀行からの借入により資金調達することとしております。

このうち、借入による資金調達に関しましては短期借入金29億20百万円となっております。

　総資産は、現金及び預金の減少、売上債権及び投資有価証券の増加等により、第２四半期連結会計期間末に比べ８億

52百万円増加して205億35百万円となりました。

　

（7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、急速に変化する事業環境に対応するため、様々な情報に基づいた最善の計画を立案し実

行しておりますが、市場のグローバル化、競争激化等当社を取り巻く環境はさらに厳しさが増すと予想されます。

今後につきましては、業界の変革に対応するため、従前の事業モデルに囚われず、新たな事業領域の拡大、ソリュー

ションビジネスを拡大し、企業の自立性を高め、新たなビジネスモデルの確立を図っていきます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,280,000

計 33,280,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,969,297 9,969,297
東京証券取引所

(市場第二部)
単元株式数100株

計 9,969,297 9,969,297　　 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 9,969,297 － 2,852,717 － 3,191,761

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 451,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,510,100 95,101 －

単元未満株式 普通株式 8,097 － －

発行済株式総数 9,969,297 － －

総株主の議決権 － 95,101 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式75株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

都築電産株式会社
東京都港区西新橋

２－５－３　
451,100 － 451,100 4.52

計 － 451,100 － 451,100 4.52

　（注）当社は平成21年12月31日現在、451,199株の自己株式を所有しております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 234 248 290 276 286 279 269 255 247

最低(円) 216 220 235 250 258 250 250 204 216

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部によるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。　

 役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役

統括本部長

兼プロダクト本部長

兼海外事業本部長　

統括本部長

兼海外事業本部長　
村田　昌幸 平成22年１月１日

取締役 統括本部開発本部長　 統括本部プロダクト本部長 遠山　恵三　 平成22年１月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,971,029 5,594,038

受取手形及び売掛金 ※3
 8,200,460 8,443,686

たな卸資産 ※1
 1,724,785

※1
 2,007,568

その他 295,719 221,424

貸倒引当金 △2,266 △8,374

流動資産合計 16,189,728 16,258,343

固定資産

有形固定資産 ※2
 1,782,563

※2
 1,798,418

無形固定資産 69,038 84,451

投資その他の資産

投資有価証券 1,681,266 592,921

その他 844,285 1,733,102

貸倒引当金 △31,118 △28,182

投資その他の資産合計 2,494,433 2,297,841

固定資産合計 4,346,034 4,180,710

資産合計 20,535,763 20,439,054

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 5,097,372 4,475,950

短期借入金 2,920,120 3,174,463

賞与引当金 63,642 148,770

その他 228,778 195,334

流動負債合計 8,309,913 7,994,519

固定負債

退職給付引当金 983,412 961,668

役員退職慰労引当金 60,556 75,005

その他 11,148 12,650

固定負債合計 1,055,117 1,049,325

負債合計 9,365,030 9,043,844

純資産の部

株主資本

資本金 2,852,717 2,852,717

資本剰余金 3,205,863 3,205,863

利益剰余金 5,271,768 5,552,964

自己株式 △163,239 △163,200

株主資本合計 11,167,110 11,448,346

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 47,592 △26,753

為替換算調整勘定 △43,970 △26,383

評価・換算差額等合計 3,622 △53,136

純資産合計 11,170,732 11,395,209

負債純資産合計 20,535,763 20,439,054
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 22,936,411 15,365,284

売上原価 20,729,200 13,911,989

売上総利益 2,207,211 1,453,295

販売費及び一般管理費 ※
 1,931,735

※
 1,749,523

営業利益又は営業損失（△） 275,475 △296,228

営業外収益

受取利息 19,360 17,737

受取配当金 23,550 11,988

仕入割引 2,681 1,449

その他 10,093 9,643

営業外収益合計 55,686 40,819

営業外費用

支払利息 39,785 27,292

為替差損 45,329 23,385

その他 284 556

営業外費用合計 85,398 51,234

経常利益又は経常損失（△） 245,762 △306,643

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,531 2,635

ゴルフ会員権売却益 － 799

特別利益合計 1,531 3,435

特別損失

投資有価証券評価損 41,319 －

固定資産除却損 293 592

特別損失合計 41,612 592

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

205,681 △303,800

法人税等 116,855 △89,232

四半期純利益又は四半期純損失（△） 88,825 △214,568

EDINET提出書類

都築電産株式会社(E02726)

四半期報告書

12/25



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 7,131,535 6,028,330

売上原価 6,486,549 5,491,265

売上総利益 644,986 537,064

販売費及び一般管理費 ※
 620,013

※
 573,050

営業利益又は営業損失（△） 24,972 △35,986

営業外収益

受取利息 4,108 6,961

受取配当金 8,325 3,343

仕入割引 840 476

その他 4,507 1,544

営業外収益合計 17,781 12,325

営業外費用

支払利息 12,697 6,647

為替差損 54,375 6,451

その他 22 95

営業外費用合計 67,096 13,194

経常損失（△） △24,341 △36,855

特別利益

ゴルフ会員権売却益 － 100

役員賞与引当金戻入額 7,150 －

特別利益合計 7,150 100

特別損失

投資有価証券評価損 35,225 －

固定資産除却損 36 －

特別損失合計 35,262 －

税金等調整前四半期純損失（△） △52,454 △36,755

法人税等 △13,934 △4,595

四半期純損失（△） △38,519 △32,159
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

205,681 △303,800

減価償却費 22,762 21,444

のれん償却額 9,703 9,703

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,531 △3,171

賞与引当金の増減額（△は減少） △69,840 △85,127

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,300 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,732 21,743

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,677 △14,449

受取利息及び受取配当金 △42,911 △29,726

支払利息 39,785 27,292

為替差損益（△は益） △15,100 7,094

その他の営業外損益（△は益） △12,490 △10,537

固定資産除却損 293 592

投資有価証券評価損益（△は益） 41,319 －

その他の特別損益（△は益） － △799

売上債権の増減額（△は増加） △317,814 219,081

たな卸資産の増減額（△は増加） △228,936 266,970

仕入債務の増減額（△は減少） △791,274 655,185

その他 △83,051 79,724

小計 △1,212,294 861,220

利息及び配当金の受取額 42,911 25,193

利息の支払額 △50,519 △37,328

法人税等の支払額 △271,068 △65,948

法人税等の還付額 － 37,220

その他の収入 9,356 7,445

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,481,616 827,802

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △900,000 －

定期預金の払戻による収入 － 900,000

有形固定資産の取得による支出 △2,143 △1,100

投資有価証券の取得による支出 △34,507 △1,019,951

投資有価証券の売却による収入 20,000 －

子会社株式の取得による支出 △5,481 －

貸付けによる支出 △36,000 －

貸付金の回収による収入 2,874 1,155

その他 67,147 6,055

投資活動によるキャッシュ・フロー △888,111 △113,841
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △20,638 △250,000

自己株式の取得による支出 △155,476 △39

配当金の支払額 △124,361 △62,432

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △2,099

少数株主への配当金の支払額 △630 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,106 △314,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,894 △22,412

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,672,729 376,976

現金及び現金同等物の期首残高 6,470,400 5,589,013

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,797,671

※
 5,965,990
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法は、当連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる

場合には、法定実効税率を使用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　たな卸資産

商品及び製品 1,588,446千円　

仕掛品 35,580千円　

原材料及び貯蔵品 100,759千円　

※１　たな卸資産

商品及び製品 1,876,466千円　

仕掛品 37,686千円　

原材料及び貯蔵品 93,415千円　

※２　有形固定資産減価償却累計額        337,222千円 ※２　有形固定資産減価償却累計額 329,997千円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形及び売掛金

当四半期連結会計期間末日は、金融機関が休日で

あったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

及び四半期連結会計期間末日指定振込等の売掛金が

当四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

受取手形及び売掛金        359,478千円

支払手形        127,837千円

　　　　　　　　　　―――――  
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主なもの ※　　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費   143,719千円

役員報酬 85,452

従業員給与手当 656,822

賞与 108,921

賞与引当金繰入額 55,461

退職給付引当金繰入額 43,034

役員退職慰労引当金繰入額 14,677

厚生費 155,931

接待交際費 42,661

旅費交通費 113,636

減価償却費 11,271

地代家賃 90,340

研究開発費 27,073

運送費及び保管費   118,515千円

役員報酬 77,439

給料 649,815

賞与 83,801

賞与引当金繰入額 53,073

退職給付引当金繰入額 63,733

役員退職慰労引当金繰入額 11,268

法定福利及び厚生費 158,483

交際費 24,269

旅費及び交通費 73,521

減価償却費 17,164

地代家賃 76,936

研究開発費 7,952

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主なもの ※　　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費       44,164千円

役員報酬 28,290

従業員給与手当 217,991

賞与引当金繰入額 55,461

退職給付引当金繰入額 14,344

役員退職慰労引当金繰入額 4,867

厚生費 45,800

接待交際費 13,305

旅費交通費 32,622

減価償却費 3,959

地代家賃 30,790

研究開発費 3,445

貸倒引当金繰入額 4,004

運送費及び保管費       46,745千円

役員報酬 23,371

給料 211,278

賞与引当金繰入額 53,073

退職給付引当金繰入額 21,244

役員退職慰労引当金繰入額 3,726

法定福利及び厚生費 43,215

交際費 8,610

旅費及び交通費 25,298

減価償却費 5,679

地代家賃 30,556

研究開発費 1,251

貸倒引当金繰入額 3,429

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年12月31日現在）

　（千円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金勘定 3,802,696

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,025

現金及び現金同等物 3,797,671

現金及び預金勘定 5,971,029

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,039

現金及び現金同等物 5,965,990
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

　

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　9,969,297株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　451,199株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月21日

取締役会
普通株式 33,313 3.5平成21年３月31日平成21年６月12日利益剰余金　

平成21年10月16日

取締役会
普通株式 33,313 3.5平成21年９月30日平成21年12月７日利益剰余金　

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。 

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

当連結グループは、生産部材としての電子デバイス製品、電子機器、これらに係る受託設計開発サービスの提供

及びコンピュータサプライ用品の販売を行っており、単一の事業活動を営んでおりますので、その記載を省略し

ております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 6,049,1701,082,3657,131,535 － 7,131,535

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
642,445 649 643,094(643,094) －

計 6,691,6151,083,0147,774,629(643,094)7,131,535

営業利益 2,020 5,149 7,170 17,802 24,972

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 5,207,891820,4386,028,330 － 6,028,330

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
319,522 11,661 331,184(331,184) －

計 5,527,414832,0996,359,514(331,184)6,028,330

営業利益又は営業損失（△） △44,544 7,851 △36,692 706 △35,986

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 19,806,4113,130,00022,936,411 － 22,936,411

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,299,508 6,899 1,306,408(1,306,408) －

計 21,105,9203,136,89924,242,819(1,306,408)22,936,411

営業利益 242,929 17,730 260,660 14,815 275,475

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 13,408,2121,957,07215,365,284 － 15,365,284

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
508,276 14,101 522,378(522,378) －

計 13,916,4881,971,17415,887,663(522,378)15,365,284

営業利益又は営業損失（△） △310,607 9,539 △301,067 4,839△296,228

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……シンガポール、香港、中国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,120,761 1,120,761

Ⅱ　連結売上高（千円）  7,131,535

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
15.7 15.7

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 853,416 853,416

Ⅱ　連結売上高（千円）  6,028,330

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
14.2 14.2

 

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,241,026 3,241,026

Ⅱ　連結売上高（千円）  22,936,411

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
14.1 14.1

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

 アジア その他の地域　 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,070,925 18,516 2,089,442

Ⅱ　連結売上高（千円）  　 15,365,284

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
13.5 0.1 13.6

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……シンガポール、香港、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

種類 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
差額（千円）

(1) 株式 559,796 634,142 74,345

(2) 債券 1,020,040 1,026,387 6,347 

(3) その他 － － －

合　　計 1,579,836 1,660,529 80,692
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,173.63円 １株当たり純資産額 1,197.19円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 9.33円 １株当たり四半期純損失金額 △22.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 88,825 △214,568

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
88,825 △214,568

期中平均株式数（千株） 9,518 9,518

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △4.05円 １株当たり四半期純損失金額 △3.38円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △38,519 △32,159

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △38,519 △32,159

期中平均株式数（千株） 9,518 9,518

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　第43期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月16日開催の取締役会

において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,313千円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　３円50銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成21年12月７日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月10日

都築電産株式会社

取締役会　御中
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　茂　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大矢　昇太　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている都築電産株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、都築電産株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

都築電産株式会社(E02726)

四半期報告書

24/25



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月８日

都築電産株式会社

取締役会　御中
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　茂　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大矢　昇太　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている都築電産株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、都築電産株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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